
国際児童文学館の中央図書館移転後のイメージ（案）                        09/8/19 地域教育振興課 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

専門員４人（常勤３(うち期限付き０)、非常勤１） 

司書１１人（常勤３（うち期限付き２）、非常勤８） 

総務 ５人（常勤３、非常勤２）〔非常勤は常勤換算〕 

運営経費 178 百万円（うち人件費 101 百万円） 

資料の収集・活用に関する業務 
・資料の収集（寄贈、購入）  
・資料の整理、保存、活用 
・子ども室でのサービス  
・閲覧室でのサービス 
・レファレンス 
・特別貸出し、企画相談等 

読書活動推進に関する業務   
・府子ども読書活動推進連絡協議会事務局 
・モデル事業・講演会 
・ブックスタート啓発リーフレットの改訂配布 
・ほんナビきっず等システムの開発 
 

講座・講演会等の開催業務  
・児童文学講演会、国際講演会（→21年度末中止） 
・新刊紹介・解説、ボランティア研修講座等の開催 
・団体利用プログラム・見学等 
・子ども室行事、子どもの読書推進イベント、所蔵資料
の展示 

・ニッサン童話と絵本のグランプリ（財団事業） 

調査・研究業務 
・アジアの子どもの本の研究・研究紀要（→21 年度末
中止） 

海外研究機関との交流等の業務  
・海外専門機関との情報交換（→一部 21 年度末中止） 
・国際グリム賞の実施（財団事業） 

その他の業務   
ＨＰ充実等、図書検索のための外部システムとの連携、
各種補助金等による事業実施 
特別研究員制度、出版・編集事業の実施（→21 年度末
中止） 

【附帯決議１】国際児童文学館設立時の趣旨に沿い、引き続き資料を収集、

保存、活用すること。 

【附帯決議２】これまで国際児童文学館において培われてきた「子どもの読

書支援センター」並びに「児童文化の総合資料センター」とし

ての機能を引継ぐこと。 

課 題 

 

児童文学に特化した知識のある専門員の存在は、民間協力団体（日本書籍出

版協会、日本児童図書出版協会、日産自動車、富士通等）から図書の寄贈や

事業実施の支援・協力を得るための必須条件。 

 

【附帯決議３】中央図書館において引き継がれた機能が、府民・利用者に明確

に分かるよう区分した対応に努めること。 

＜財団のあり方の方向性＞ 府の人的・財政的関与をなくした上で、財団の積立金を活用して自主事業を行うなどの自立化を図る。 

○ 新たなマネジメント体制で子どもの読書推進を強化 

○ ノウハウ等を引き継ぎ、専門性を高めた後、中央図書館司書で対応 

○ 新しい財団法人と連携した事業展開を行うことにより、寄贈をはじめ国 

 際グリム賞等の事業についても従来どおりの実施をめざす 

資料の収集・活用に関する業務 

 

  児童文学館の特徴である全ての子どもの本の書誌作成など、本の紹介活動を

継続。 

このためには当面国際児童文学館の専門員を３年程度の 

期限付き又は非常勤で雇用 

読書活動推進に関する業務   

 

 市町村立図書館、小中学校図書室との連携強化により、府の読書推進を強化。 

講座・講演会等の開催業務  

 

  新しい財団の自主事業との相乗効果により活性化。入館者数（閲覧室）や資

料特別貸出しなどでは、現・児童文学館実績の倍増以上をめざす。 

海外研究機関との交流等の業務  

 

大学等研究機関での利用を促進するようＰＲに努める。また、交流実績の

ある海外研究機関に対して利用案内を作成するなど、その利用継続にも配慮。 

その他の業務   
 
ＨＰ充実等、図書検索の外部システムとの連携、各種補助金等による事業実施 

○新閲覧室（現・多目的スペース）を「大阪国際児童文学館」として明確に区分 

○改修後書庫で、図書館資料とは別管理し、閲覧のみ、従来どおりの保存 

 

① 民間の支援・協力の継続 

 

現在の中央図書館司書としては実施していない業務について児童文学館

のノウハウ等を引き継ぎ、司書の児童文学の専門性を高める。 

 

〔業務〕  ・児童書等に精通した寄贈収受と選書 

      ・ほんナビきっず等のシステムの開発継続（富士通との共同事業） 
         ・児童文学館の整理・保存のポイントである書誌の作成 
         ・書誌をベースとした読書推進に向けた事業の企画・実施 
 

② 図書館司書の児童文学の専門性向上 

対 応 
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 国際児童文学館が現地存続した場合・移転した場合に係る経費の比較試算　(※参考数値；22年度当初予算要求に向け精査継続）                                  09/8/19 地域教育振興課
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：千円)

①　現地運営経費（従来どおり現地存続した場合）　

項目 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１
府管理委託料 156,700 156,700 156,700 156,700 156,700 156,700 156,700 156,700 156,700 156,700

人件費 101,700 101,700 101,700 101,700 101,700 101,700 101,700 101,700 101,700 101,700
システム管理費 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000
資料購入費 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000
その他事業費 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

万博機構土地使用料 21,900 21,900 21,900 21,900 21,900 21,900 21,900 21,900 21,900 26,000
書庫増築費（児童文学館） 42,000 0 0 0 0 0 0 0 450,000 0

計 220,600 178,600 178,600 178,600 178,600 178,600 178,600 178,600 628,600 182,700
書庫増築費（中央図書館） 0 0 0 0 416,200 0 0 0 0 0

合計 220,600 178,600 178,600 178,600 594,800 178,600 178,600 178,600 628,600 182,700
累計 220,600 399,200 577,800 756,400 1,351,200 1,529,800 1,708,400 1,887,000 2,515,600 2,698,300

②　移転後の運営経費（中央図書館へ移転した場合の直接経費）　⇒人件費を含めて今後さらに精査

人件費 45,000 45,000 45,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000
システム管理経費 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000
資料購入費 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000
その他事業費 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000
書庫増築費（中央図書館） 416,200 0 0 0 0 213,000 0 0 480,000 0 0
移転事業費（書庫増築を除く） 166,100 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 582,300 85,000 85,000 85,000 75,000 288,000 75,000 75,000 555,000 75,000 75,000
累計 582,300 667,300 752,300 837,300 912,300 1,200,300 1,275,300 1,350,300 1,905,300 1,980,300 2,055,300

③　移転効果額（①－②）

①－② -582,300 135,600 93,600 93,600 103,600 306,800 103,600 103,600 -376,400 553,600 107,700
累計 -582,300 -446,700 -353,100 -259,500 -155,900 150,900 254,500 358,100 -18,300 535,300 643,000

④　撤去した場合の概算経費（H２２）

地下熱ヒートポンプ補助金返還 6,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0
建物、埋設物等撤去費 130,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0
高圧受電施設負担金一括支払 19,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0
万博機構暫定土地使用料 21,900 0 0 0 0 0 0 0 0 0
財団移転・整理関係人件費 10,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計  186,900 0 0 0 0 0 0 0 0 0
累計 186,900 186,900 186,900 186,900 186,900 186,900 186,900 186,900 186,900 186,900

比較額 ③－④ -582,300 -633,600 -540,000 -446,400 -342,800 -36,000 67,600 171,200 -205,200 348,400 456,100

＜参考：書庫増築のための予算措置が必要な年度の考え方＞

　① 現地運営経費のケース
  　 ・Ｈ２１の中央図書館空棚　３０万冊分÷中央図書館年間増約５万冊＝６年　⇒Ｈ２６対応要
　　 ・Ｈ２６　中央図書館地下書庫集密化改修 ４１６．２百万円 →７６万冊分÷年間増約５万冊＝１５．２年　（⇒Ｈ４１）
　　 ・Ｈ２２　児文館プレハブ書庫新設 ４０百万円 →１０万冊分÷児文館年間増約１．５万冊＝６．６年　＋収蔵方法工夫による増２年分　⇒Ｈ３０
　   ・H３０  児文館本格書庫新設 ４５０百万円 →４５万冊分÷年間増約１．５万冊＝３０年　（⇒Ｈ５９）

　② 移転後の運営経費のケース
  　 ・Ｈ２１集密化改修後の地下書庫へ児文館図書７０万冊収蔵後の空棚　３６万冊
　　　　　　３６万冊分÷６．５万冊（中央図書館年間増５万冊＋児文館年間増１．５万冊）＝５．５年　⇒Ｈ２６対応要
　　 ・Ｈ２６　中央図書館書庫（３・４Ｆ）集密化工事概算　２１３百万円 →２５万冊分÷６．５万冊＝３．８年　⇒Ｈ２９
　　 ・Ｈ２９　近隣府有地での書庫新設工事概算　４８０百万円（敷地2000㎡、30万冊収蔵）→３０万冊分÷６．５万冊＝４．６年　（⇒Ｈ３３）

  なお、財政再建プログラム（案）にあるとおり、蔵書のあり方については今後検討
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